
第  号議案

神戸市空家空地対策の推進に関する条例及び神戸市建築物の安全性の確保

等に関する条例の一部を改正する条例の件

神戸市空家空地対策の推進に関する条例及び神戸市建築物の安全性の確保等に

関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。  

令和５年２月13日提出

神戸市長 久   元   喜   造

神戸市空家空地対策の推進に関する条例及び神戸市建築物の安全性の確保

等に関する条例の一部を改正する条例

 （神戸市空家空地対策の推進に関する条例の一部改正） 

第１条  神戸市空家空地対策の推進に関する条例（平成 28年６月条例第３号）の

一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （応急的危険回避措置）  

第 16条  市長は、特定空家等、特定類似

空家等又 は特定 空 地等について、 市

民の生命 、身体 又 は財産へ危害が 及

ぶことを 防止す る ために緊急の必 要

があると 認める と きは、当該特定 空

家等、特 定類似 空 家等又は特定空 地

等に対し て、そ の 危 害の防 止のた め

 （応急的危険回避措置）  

第 16条  市長は、特定空家等、特定類似

空家等又 は特定 空 地等につ いて 所 有

者等を確 知する こ とができ ない場合

において、市民の生命、身体又は財産

へ危害が 及ぶこ と を防止す るために

緊急の必 要があ る と認める ときは、

当該特定空家等、特定類似空家等又  
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に必要最 小限の 措 置をとる ことが で

きる。 

 

 

 

 

 

２  市長は、前項の措置を講じるとき

は、当該特定空家等、特定類似空家等

又は特定 空地等 の 所在地及び当該 措

置の内容 を所有 者 等に、あらかじ め

通知（所 有者等 又 はその連絡先を 確

知するこ とがで き ない場合にあっ て

は、公告）をしなければならない。  

３  市長は、第１項の措置を講じたと

きは、当 該措置 に 要した費用を所 有

者等の負担とすることができる。  

は特定空 地等に 対 して、そ の危害の

防止のた めに必 要 最小限の 措置をと

ることができる。この場合において、

当該措置 をとっ た 後所有者 等を確知

すること ができ た ときは、 当該措置

に要した 費用は 、 その所有 者等の負

担とすることができる。  

 （神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例の一部改正） 

第２条 神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例（平成 20年４月条例第１号）

の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

 正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改正後  改正前  
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 （応急的危険回避措置）  

第 61条  市長は、危険な状態にある建

築物について、市民の生命、身体又は

財産へ危 害が及 ぶ ことを防止する た

めに緊急 の必要 が あると認めると き

は、当該建築物に対して、その危害の

防止のた めに必 要 最小限の措置を と

ることができる。  

 

 

 

 

 

 

２  市長は、前項の措置を講じるとき

は、当該 建築物 の 所在地及 び当該 措

置の内容 を、所 有 者等にあらかじ め

通知（所 有者等 又 はその連絡先を 確

知するこ とがで き ない場合にあっ て

は、公告）をしなければならない。  

３  市長は、第１項の措置を講じたと

きは、当 該措置 に 要した費用を所 有

者等の負担とすることができる。  

 （応急的危険回避措置）  

第 61条  市長は、危険な状態にある建

築物につ いて 所 有 者等を確 知する こ

とができ ない場 合 において 、市民 の

生命、身 体又は 財 産へ危害 が及ぶこ

とを防止 するた め に緊急の 必要があ

ると認め るとき は 、当該建 築物に対

して、そ の危害 の 防止のた めに必要

最小限の 措置を と ることが できる。

この場合 におい て 、当該措 置をとっ

た後所有 者等を 確 知するこ とができ

たときは、当該措置に要した費用は、

その所有 者等の 負 担とする ことがで

きる。 

附  則  

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 

理     由  

所有者等が判明している場合にも、応急的危険回避措置を可能とするに当たり、

条例を改正する必要があるため。  
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